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本日はようこそおいでくださいました｡ 経済学部, 東京大学社会科学研究所, アジア・リサ
ーチ・ファンド, ドイツ・日本研究所の共催で行う国際シンポジウムを ｢政治経済の危機―社















































です｡ つまり, 発展ではない定常型, 言ってみればステーショナリー・ステートに近いような
観念を将来に持つわけであります｡
それがどういうものか｡ いろいろな論じ方がありますが, もう一つ思い出しましたのは,    年代から    年代にかけて, 東大のお三方が ｢ウジ｣ 型社会から ｢イエ｣ 型社会へという
日本の文明史を大きくくくって, 世界行脚をして日本発のコンセプトを行商したことがありま
した｡ 日本でも本になっています｡ その中で ｢ウジ｣ 型社会が終わり ｢イエ｣ 型社会が形成さ
れてくる時期は一つの文明の黄昏時期で, この黄昏時期はやはり人が生きやすい｡ 思っている




いかと直観的に思います｡ しかしながら, とりわけ特に環境との関係を見てみますと, まだ落
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しかし, 実際にはジョブレス・リカバリー, ジョイレス・リカバリーと言われる, 経済は成
長して, 企業も大企業やその経営者は潤っているのに雇用が増えない, あるいは雇用は増えて
も賃金は少しも上がらないという経済の局面に, この間, 世界の経済は入ってきて, アメリカ
と日本でそれはとりわけ顕著です｡
私は生活保障システムという考え方を使っています｡ 政府の政策だけでなく民間の制度や慣




と言えます｡ しかし, このシステムはどのような状況を達成していたか, そのアチーブメンツ
について申し上げると, 次の三つ｡ 一つは    諸国でトップクラスの貧困率と所得不平等
度を達成している｡ ２番目に, 世界  ヵ国でトップクラスの自殺率を達成している｡ アチーブ
していると言ってはいけないようなことですが, 事実であります｡ そして, 世界で最低クラス
の出生率を達成している｡
自殺と出生率に関しては, 本日は韓国からの参加者もいらっしゃいまして, 後でいろいろと





得が市場所得です｡ 税金を払い, 社会保険料を払って, 社会保障給付を受けた後のものが可処
分所得です｡ 年齢層で分けてみますと, 市場所得のところでは不平等度が高い順にランキング
すると,   ヵ国の中で  位,   位｡ ですから市場所得では不平等度が低いことになります｡ し







自殺については, 自殺率が高い順位としては, 日本は女性で３番目, 男性では  番目に自殺
率が高い国である｡ 年度推移で    年からガンと増えます｡ いまだに年間３万人の大台を割っ
ていません｡
そして, 出生率の推移ですが, 外国で日本の図を見せますと, いつも楔形のことを聞かれま
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に, 所得不平等と相対的貧困が拡大している｡ 日本国内では, その原因は主として人口高齢化
にあり, 格差拡大は見せかけに過ぎないという議論が２～３年前にありました｡     では,









この図は雇用の非正規化で, 要するに, 男性の非正規化は    年代前半に進みましたが, 最
近歯止めがかかったように見えます｡ 一方で, 女性の非正規化は加速しています｡ この後, お
そらく    年度になってからのデータを見れば, 男性でも今のサブプライム問題等の影響で非
正規化が進んでいるということになるかと思われます｡

























と言えます｡ ギブアップと申しますのは, 特に    年代後半に企業と高所得者, 資産家の税負
担軽減を繰り返したからです｡
そこで,     年で政府からの純移転をみましょう｡ 純移転とは, 給付も受けているが税も払
っているということで, その差し引きを言います｡ 政府からの純移転は所得最下層  ％では可
処分所得の  ％でしかなく, 政府から給付を受ける人口の比率も   ％しかなく,     平











になってきましたが, 政治家が年金に未加入, 未納であったとか, 保険料の不正免除や長期未



















クス分析と言いますが, 女性のケースで見ると,   ％の人が長く貧困を経験してきた｡ この
場合, 教育歴や母子世帯であるかどうか, 夫の就業が不安定な場合に貧困が固定化しやすいこ




している｡ 若年核家族世帯で相対的貧困率がはっきり上昇している｡ それに対して, 世帯主が  代以上の世帯では貧困率は大幅に低下したことがわかっています｡ 年金制度がそれなりに成
熟してきて, 高齢層の所得不平等や貧困を緩和する機能を持っていることを示しています｡ し
かし, それでも独り暮らし高齢者女性の貧困率は  ％に近いという事実を見なければなりませ













最後に, ではどうしたらいいのか｡ 非常に一般論的に申し上げておきます｡ 第１点は, 社会
政策のあれこれのパーツをいじってみたところでどうにもならない段階に来ている｡ そこで,
社会政策の改革は包括的に行われなければならない｡ 第２点は, それだけでは足りない｡ やは
り政府の政策だけでなくボトムアップ的な草の根レベルからの生活の協同といったものの再構
築, と言うより日本ではそれを新たに作ることが必要になっていると考えています｡
ヨーロッパ連合の場合には, 社会的排除との戦いということで, 性別, 年齢, 出身などにか
かわりなく共に生きる社会を目指しています｡ その中で強調されてきたのが社会投資国家で,
公共事業ではなくて人間に投資をする, 人間の資源, インターナルな資源を高めるということ

































私の本職は, 職業家庭両立課長ということでまさに読んで字の如し, 仕事と家庭の両立, 仕
事と生活のワーク・ライフ・バランス, 育児・介護休業法などを主管しております｡ 本日, 大





















のほうが圧倒的に多いことは間違いありません｡ 現在, 平成  年の数字をご紹介すると, 女性
の場合には正規の職員が全体の   ％, パートの方が   ％, アルバイトの方が  ％, その他
派遣や契約社員等の方が   ％という状況です｡ 一方, 男性は全体の   ％は正規の職員であ
るということで,   ％がパート,   ％がアルバイト, その他の派遣や契約社員等の方が  ％



































です｡ オランダ等はパートの方, 確かに人数としても多いのですが, パートと正規との賃金格
差についてはオランダの法律および  の制度等で一定程度守られています｡ そうしたことか
ら賃金格差, 時間当たりで比較するとそう大きな格差はないと聞いています｡
しかしながら, 日本の場合, たとえば女性で見ると, いま平成  年, １時間当たりの女性の












三つ目としては, 雇用が不安定｡ これは言うまでもないことですが, パート等の方について





















しかしながら, 小泉内閣が終わった後,     年以降, 雇用政策はここでまたもう一度転換期
を迎えているという状況にあります｡
具体的には    年, 昨年, パート法の改正が行われ, 本年４月から改正パート法が施行され
ています｡ この中でパート労働者とフルタイム労働者との均衡処遇の確保が求められるように











一方, パート法をもう少し詳しくご紹介しますと, １点目としては, 通常の労働者と全く同
じような仕事の内容, 人事管理, ローテーションしている者については, 同じ待遇にしなさい























て, 私もたいへん勉強になりました｡ 政府では, 社会保障国民会議という会議があり, 政府へ
の提言を先ごろまとめたところです｡ 十分なものとは申し上げられませんが, いろいろなシミ
ュレーションがその提言の中に含まれています｡ 社会保障国民会議ですから, 雇用, 年金, 医

















たので, このような題にさせていただきました｡ ですから, 取り扱う文書が少し古いのですが,
ご容赦ください｡
構造改革についての議論はたくさんあります｡ ただ, 構造改革が家族の問題とどう関係して
いるのかについては, これまで余り言われてこなかったように思いますが, 実は, 構造改革に
かかわっている人たちは家族の問題についていろいろと言っています｡ ひとつの例としては,    年に出た    年度版の ｢国民生活白書｣ があります｡ この白書には特に ｢家族の暮らしと
構造改革｣ という題が付けられています｡


















は, 非常にリスキーなことである｡ そこで, 山田先生の主張としては, 自立した存在であるこ
とが重要である｡ 特に経済的に自立した存在であることが家族関係を営む上でも重要であると
言うわけです｡ このような考えに従って, これまでとは異なるような家族像を構想していかな
ければいけない｡ そのような話を 『家族というリスク』 という本の中でされています｡
山田先生という方は非常に生産的でお忙しい方なのですが, この本を書かれたぐらいの時期








１点目は, 夫婦の関係は ｢経済的相互依存関係｣ から独立の所得を前提とした ｢精神的依存
関係｣ となるべきである｡ ２点目は, ｢年齢・性別による固定的な役割分担｣ から ｢個人の自
立に基づいた選択｣ による安定が目指されるべきである｡
このままですと, 非常にあやふやというか漠然としていますが, これらの点の意味するとこ
ろについては, 他の文書を補うことで更に考えていくことができます｡ この時, 特におもしろ
い文書として, 未来生活懇談会から    年に出された 『生活大航海, 未来生活への指針』 があ





密な親子関係, 子育てに対する企業の意識の進化, ニーズにあった質の高い保育サービス, 安
心して任せられる介護サービス, 一人暮らし高齢者の仲間探し,   利用で快適, 安心, 高齢
者生活という題の下に７家族の日常生活について語られています｡
『生活大航海』 の文書を読んだときに, 私が特に強い印象を受けたのは, 家族を構成してい
る個人が皆さん幸せそうであることです｡ 登場するすべての人々が幸せで, しかも自立し充足
した個人である｡ この人たちは自分の生活を改善するため, よくするために大きな努力を払い




























変一般的な言い方ですが, 先進諸国では, どこでも家族形態が多様化し流動化している｡ です
から, 山田先生が先ほどおっしゃっていたように家族が感情的なリスクを生むという問題に注
目が集まっている｡ また, そのような家族の多様化・流動化から, 先ほど大沢先生がおっしゃ





と, 日本は結婚のあり方において独自のパターンを示しています｡     年の統計で, 日本の離
婚率は   , 婚外子出生率は   でした｡ 同じ年, イギリスでは, 離婚率は   , 婚外子出産




しいと言えます｡ もちろん, この背後には, 先ほど大沢先生がおっしゃった女性の一人親家庭
が抱えるさまざまな社会的困難という現実があるわけです｡












レという人がいます｡ フォルブレは ｢囚人のジレンマ｣ を参照して             , ｢愛の
囚人｣ という用語を提案していますが, この ｢愛の囚人｣ という用語を用いてフォルブレが言
いたいのは, 感情的に非常に強い結び付きがある関係の中で合理的な選択をすることはほとん
ど困難に近いということです｡ この問題を先ほどの政府の構造改革の家族像のレポートのこと











あろうし, 経済が停滞しているところでもそうであろう｡ 言い換えれば, 日本では新自由主義
的主体にとって家族形成はなかなか難しいのではないかと言えると思います｡






















ではないかと思います｡ 安倍さんという人は首相をすぐ辞めてしまいましたが, たとえば 『美
しい国へ』 という本の中で, お父さんとお母さんと子どもがいて, お祖父ちゃんとお祖母ちゃ
んを含めてみんなが家族だという家族観と, そういう家族が仲良く暮らすのが一番の幸せだと






















の家族変化｡ 新しい社会的リスクについて大沢先生, 武田先生からお話がありましたが, その














いろ見ていくと, 少し角度の違いが見えてくる｡ 日本の場合は子育て支援システムの形成, も
うちょっと言うと家族と言うより, 家族の中の子育て, 働き方という行為に対して子育てをど















一つの指標として, たとえば  代後半の女性の就業率の変化があります｡ 日本の場合,     年
の   ％から    年の   ％と  年間でそれほど上昇は見られていないことが確認出来ると思
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います｡ 韓国の場合も,     年代から    年代,   ％ほど上昇がありましたが,     年代以降,  代後半, 特に子育て期真っ只中の年齢層の女性の就業率はほぼ停滞状況にあることが確認出
来ると思います｡
こうした圧縮型の家族変化, かつ仕事と生活が調和しないリスクに対してどのように対応し























見直し論議が, あるいは    年の ｢厚生白書｣ でかなり踏み込んだ議論があります｡ そこでは,
男女共同参画社会, 分権型社会という新しい社会像とセットで, ではどのように新しい家族像
を作っていけばいいか,     年代後半かなり論議がありました｡ しかし, 具体的な政策手段に
結びつかずに, 申し送り事項的な扱いになってしまったのではないかと思います｡








と思っていたのですが, 本当にそうなのか｡ あまりに皆さんがおっしゃるので, いくつか政府
が行っているパネルデータなど用いて, 本当に専業主婦ほど負担感が高いのか検証してみまし
た｡
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団体には低所得者や少数民族のニーズを代表する, 皆のためのグリーン (          ) と
いう団体があります｡ 『グリーンカラー経済』 という本を出版したこの団体の創設者であり現
在も所長を務めるヴァン・ジョーンズ氏によると, グリーン職はアウトソーシング出来ないも











最後に, 業界のレベルでどういう動きや意見があるでしょうか｡ いろいろあります｡ 今年    年９月  日, グーグル社とゼネラル・エレクトリック社の最高経営責任者が共同で再生可
能なエネルギー政策やそのエネルギーを転送するための近代的な送電系統の整備を促進するよ



































ー革命をリードすべきですが, 経産省, 経団連, 電力業界の反対で実際には遅れています｡ バ









このシンポジウムのテーマは ｢政治経済の危機―社会的排除を超えて―｣ で, 本当にアンビ
シャスなテーマです｡ アンビシャス過ぎるテーマだと思われる方もいらっしゃると思います｡
実際, 先生方の研究発表を聞いて, その社会的排除をどうやって超えるかという進言, ビジョ
ンはかなりアンビシャスであると私は思っています｡







































強くする｡ 社会, 政治, 経済のグリーン化, 女性化が進むべきであるとデウィット先生は述べ






そして, 特にここは大事なポイントですが, 女性の社会的な役割を新しく提起すべきです｡ 女
性の政治的な参加も雇用参加も新しく考えるべきです｡ これらの点はエネルギーや家族政策だ
けでなく, 他の研究領域においても考えなければならないと私は思っています｡
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ご清聴, ありがとうございました｡ (拍手)
■小林 佳境に入ってまいりましたところで, 残り時間が  分ない｡ 私にこれをどうしろと言
うのか｡ いまちょっと泣いているところであります｡
いまフォーグトさんに伺った話ですと, 要するに, 昔変な人がやっていたグリーン運動, 我
々はペトラ・ケリーにあこがれて, ああ, そういう世界かなどと思っていたのですが, 今は第
３期だ, と｡ 私は知らなかったのですが, そういう形で押さえられたのはちょっと発見であっ
たと思います｡
いまフォーグトさんが整理されましたように, 制度改革と言われましたが, 実際問題大きな
社会構造をどう変えるか｡ 一朝一夕にいくわけではありません｡ 本日, おそらくその点で一番















実は私, 昨年の彼の報告を聞いて, ウソだろうと思っていたのです｡ 彼は関連の本を出して
いましたが, グリーン産業の規模について１桁違っていると私は思っていたのです｡ その後,
デウィットさんにそんなことはない, これを見ろ, あれを見ろと言われ, この間の流れを見る





じつはこれは, ジェンダーのみならず, 年齢や地域, 所得の差を抱える社会的関係そのもの















代版排除構造と重層化して現われています｡ 出産・育児, しょうがい者支援や高齢者介護, さ
らに自然保護・景観保持などもそうですね｡ 人 ‒人関係が経済効率という一つの尺度で評価さ
れています｡ でも人間も自然の一部であり, 生む性, 老いる生き物, というあり方は変わらな
いでしょう｡ いま人類は, 人間と自然の関係の見直しを迫られています｡ そこから導き出され
る, 人が安心して生きてゆけるための条件, という観点でみれば, 今まで排除されていた要素
がプラスの価値を持つことも多いはずです｡
社会的排除によって累積するリスクを管理する             態度で臨むのではなく,
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